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● カロリーベースの総合食料自給率 ･･････53％（昭和 60 年） → 39％（平成 26 年）
● 生産額ベースの総合食料自給率 ･･････82％（昭和 60 年） → 64％（平成 26 年）
● 日本のカロリーベースの総合食料自給率が低いと思っている人の割合 ･･････72.1％
● 主業農家総所得の推移 ･･････555万円（平成 21 年） → 639万円（平成 25 年）△15.1％
● 国民 1 人当たりの 1 年間の農産物消費量の変化
　 米　　88.0ｋｇ（昭和 60 年） → 55.2ｋｇ（平成 26 年） ▼37.3％
　 小麦　31.7ｋｇ（昭和 60 年） → 32.9ｋｇ（平成 26 年） △0.03％
　 野菜　111.7ｋｇ（昭和 60 年） → 92.7ｋｇ（平成 26 年） ▼17.0％
　 肉類　22.9ｋｇ（昭和 60 年） → 30.2ｋｇ（平成 26 年） △31.8％
● 食べてみたいと思う日本各地の郷土料理
　 1 位　ひつまぶし（愛知） 46.5％　　 2 位　讃岐うどん（香川） 46.0％
　 3 位　うなぎの蒲焼き（静岡） 40.0％
● 増税後、家計の中で控えるようになった費用の項目
　 1 位　外食費 57.8％　　 2 位　日常の食材費 47.3％
　 3 位　エアコンや家電などの光熱費 45.2％
● 増税前と比べて、「夫婦や家族での外食回数が（どちらかというと）減った」
　 と回答した消費者の割合 ･･････81.0％
● 外食ランチの予算が「この 1年で増えた」と回答したビジネスパーソンの割合 ･･････30.2％
● 外食ランチの予算が「この 1年で減った」と回答したビジネスパーソンの割合 ･･････15.8％
● 日本産米の輸出額 ･･････7.26億円 （2012 年） → 14.28億円 （2014 年）
● 日本産牛肉の輸出額 ･･････50.64億円 （2012 年） → 81.73億円 （2014 年）
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1-4-32 調理食品の品目別、生産指数の推移（平成22～26年）図表

1-4-33 酒類の生産指数の推移（平成15～26年）図表
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1-4-34 酒類の品目別、生産指数の推移（平成22～26年）図表

年　次
品　目

ウェイト
（22年）

生産指数　（22年 =100） 対前年増減率　（％） 寄与度

22年 24年 25年 26年 22年 24年 25年 26年 26/25年

調理食品 984.0 100.0 122.2 136.1 142.3 1.3 12.2 11.4 4.6 4.6 

　　加工米飯 848.4 100.0 126.2 142.2 149.4 1.0 9.0 12.7 5.1 4.6 

　　調理缶・レトルト 135.7 100.0 97.3 98.1 98.0 3.1 47.0 0.8 ▲ 0.1 ▲ 0.0

　　　　カレー 47.6 100.0 114.0 118.0 110.9 23.5 70.7 3.5 ▲ 6.0 ▲ 0.2

　　　　その他 88.1 100.0 88.2 87.3 91.0 ▲ 5.4 34.1 ▲ 1.0 4.2 0.2 

年　次
品　目

ウェイト
（22年）

生産指数　（22年 =100） 対前年増減率　（％） 寄与度

22年 24年 25年 26年 22年 24年 25年 26年 26/25年

酒類 2,029.9 100.0 97.0 93.1 88.7 0.1 ▲ 0.5 ▲ 4.0 ▲ 4.7 ▲ 4.7

　　清酒 290.7 100.0 99.9 97.9 87.0 ▲ 1.7 ▲ 1.2 ▲ 2.0 ▲ 11.1 ▲ 1.7

　　合成清酒 6.0 100.0 88.0 82.9 77.4 2.4 ▲ 5.9 ▲ 5.8 ▲ 6.7 ▲ 0.0

　　焼酎 374.7 100.0 97.7 95.6 90.6 4.3 ▲ 0.6 ▲ 2.2 ▲ 5.2 ▲ 1.0

　　みりん 26.5 100.0 99.0 96.2 94.1 ▲ 0.5 2.0 ▲ 2.8 ▲ 2.1 ▲ 0.0

　　ビール 773.7 100.0 95.5 94.1 89.4 0.8 ▲ 0.4 ▲ 1.4 ▲ 5.0 ▲ 1.9

　　果実酒類 35.9 100.0 115.3 121.9 125.8 1.4 5.7 5.7 3.2 0.1 

　　ウイスキー 61.1 100.0 100.6 107.9 118.0 10.4 2.6 7.2 9.3 0.3 

　　ブランデー 0.1 100.0 92.0 91.2 91.1 22.4 ▲ 6.4 ▲ 0.9 ▲ 0.2 ▲ 0.0

　　スピリッツ類 6.4 100.0 108.2 122.2 143.8 8.5 4.4 13.0 17.7 0.1 

　　リキュール類 39.1 100.0 107.1 113.0 108.8 1.3 3.9 5.5 ▲ 3.7 ▲ 0.1

　　雑酒（発泡酒を含む） 415.6 100.0 85.3 78.6 76.3 ▲ 25.1 ▲ 6.8 ▲ 7.9 ▲ 2.9 ▲ 0.5

加工食品の輸出入動向
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5 加工食品の輸出入動向
農林水産省「平成26年度食品産業動態調査」
財務省「貿易統計」から、加工食品に分類される製品についての月別輸入数量、輸出数量指数及び輸入金額、輸出金額を収集し、品
目別に集計した後、輸入数量指数、輸出数量指数および輸入価格、輸出価格を算出し、加工食品の輸出入動向を明らかにした調査

1-5-1 畜産加工品の輸入・輸出の推移（平成15～26年）図表
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資料：財務省「貿易月表」より作成 資料：財務省「貿易月表」より作成

1-5-2 畜産加工品の輸入量・輸出量と単価の増減率（平成26年／平成25年）図表
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1-5-3 水産加工品の輸入・輸出の推移（平成15～26年）図表
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畜産加工品の輸入数量指数・輸入額指数

畜産加工品の輸入量と単価の増減率

水産加工品の輸入数量指数・輸入額指数

畜産加工品の輸出数量指数・輸出額指数

畜産加工品の輸出量と単価の増減率

水産加工品の輸出数量指数・輸出額指数
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10 清酒の動向
（公社）米穀安定供給確保支援機構「米に関する調査レポートH26-5清酒の動向」

2-10-3 清酒の国別、輸出状況（平成25年）図表 2-10-4 原料米の供給数量の推移
（平成10～24年）図表

2-10-1 主要国1人当たりの年間純アル
コール消費量（平成17年）図表 2-10-2 清酒の輸出数量の推移

（平成15～25年）図表
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資料：「酒類の輸出統計」（国税庁）

（単位：L）

国名 1人当たり
消費量

ビール ワイン 蒸留酒 その他

ロシア 15.76 3.65 0.10 6.88 0.34 

韓国 14.8 2.14 0.06 9.57 0.04 

フランス 13.66 2.31 8.14 2.62 0.17 

イギリス 13.37 4.93 3.53 2.41 0.67 

ドイツ 12.81 6.22 3.15 2.30 0.00 

イタリア 10.68 1.73 6.38 0.42 0.00 

カナダ 9.77 4.10 1.50 2.10 0.00 

アメリカ 9.44 4.47 1.36 2.65 0.00 

日本 8.03 1.72 0.29 3.37 2.61 

タイ 7.08 1.75 0.02 4.69 0.00 

フィリピン 6.38 1.29 0.02 2.91 0.00 

中国 5.91 1.50 0.15 2.51 0.23 

資料：「Global status repot on alcohol and health（2011）」（WHO）

順位 国（地域） 金額
（百万円）

輸出全体に占
める割合 (%） 数量（KL） 輸出全体に占

める割合 (%)

1 アメリカ 3,873 36.8 4,489 27.7 

2 香港 1,712 16.3 1,716 10.6 

3 韓国 1,382 13.1 3,502 21.6 

4 台湾 587 5.6 1,747 10.8 

5 中国 523 5.0 896 5.5 

6 シンガポール 383 3.6 415 2.6 

7 カナダ 280 2.7 516 3.2 

8 イギリス 217 2.1 275 1.7 

9 オーストラリ
ア 209 2.0 269 1.7 

10 タイ 177 1.7 452 2.8 

輸出総計 10,524 100.0 16,202 100.0 

資料：「貿易統計」（財務省）

（単位：千トン）

年産（平成）
区分 10 15 20 21 22 23 24

醸造用米（もと米） 99 75 77 71 65 66 67

加工用米（もと米・かけ米） 86 89 74 72 77 71 79

主食用米（主にかけ米） 165 92 60 54 43 50 95

その他（主にかけ米） 55 59 50 49 47 52 95

計 405 315 261 246 232 238 241

【参考】
清酒製成数量

千 KL

781
千 KL

601
千 KL

488
千 KL

469
千 KL

447
千 KL

440
千 KL

439

（注）1　平成 24年産の主食用米とその他の合計については米穀機構で推計
2　平成24年産の計の値は平成24酒造年度（平成24年7月1日～平成25年6月30日）
における清酒用原料玄米使用量
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11 食料自給率と国産畜産物に関する意識
JA 全中「食料自給率と国産農畜産物に関する意識調査」（インターネット調査）
平成27年6月調査、20～60歳男女1,000名対象

2-11-1 年代別、日本の食料自給率に対する関心図表
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20代n=200

全体n=1,000

2-11-2 年代別、日本の食料自給率が
39％であることについて図表 2-11-3 年代別、将来の日本の食料につ

いて図表
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2-11-4 （2-11-3で不要・やや不安と回答した者対象）
将来の日本の食料に不安があると思う理由（複数回答）図表 2-11-5 年代別、国産農畜産物と輸入農

畜産物に対する意識図表
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2-11-6 国産農畜産物を選ぶ理由（複数回答）図表
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う
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2-11-7 農畜産物・食品を購入する際に特に気にしていること（各複数回答）図表

2-11-8 国産農畜産物の消費を上げるため（食料自給率向上）に効果的だと思う取り組み（複数回答）図表
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特
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し

米 47.8 24.1 44.1 15.4 29.9 9.9 18.3 9.7 11.3 9.8 3.3 2.0 1.0 14.2 

野菜 54.7 53.4 36.8 14.7 9.2 11.1 26.9 8.5 14.9 9.7 4.9 2.2 0.6 12.8 

果実 45.4 50.5 30.7 14.4 17.3 11.6 24.2 8.3 10.0 7.8 4.9 2.2 0.3 16.1 

畜産物 54.9 40.6 31.9 21.3 18.6 11.6 8.1 12.0 9.5 8.1 8.3 2.7 0.9 15.0 

魚介類 45.8 54.6 32.4 19.6 12.4 7.9 4.2 9.8 4.8 12.2 5.9 1.7 0.7 14.3 

加工食品 48.5 18.8 23.7 23.8 16.4 31.5 7.9 19.3 15.2 6.9 4.3 3.7 0.8 19.0 

冷凍食品 47.2 11.9 20.0 23.9 15.9 23.7 8.6 18.5 11.9 6.0 4.4 3.5 0.9 22.0 
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12 TPPへの市町村長の評価と対策
（株）日本総合研究所「TPPへの市町村長の評価と対策のあり方」（2015年10月末から11月にかけ全国1,788自治体（都道府県、
市町村、東京23区）の首長に、質問票への記入形式で実施。
2015年10～11月調査、全国の自治体首長1,732名対象

2-12-3 自治体が政府に求めるTPP対策
（単一回答）図表

2-12-4 自治体が政府に求めるTPP対策
（TPPへの賛否別）図表

2-12-5 政府に求める対策と財政力図表
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32.0

42.7
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0.5

0.4

9.6

2.4無回答

その他

特に必要ない

農業以外への職種転換支援

農業経営の法人化や、大規模化による生産性向上支援

農産物の販売経路拡大や、生産者による加工・
販売業への進出（6次産業化）支援

備蓄米の買い入れ拡大や、農家への所得補填

全体n=1,732

0 20 40 60 80 100
（％）

11.6

8.9

8.2

20.1

33.5

56.5

46.7

14.6

その他の回答・無回答
農業経営の法人化や、大規模化による生産性向上支援
農産物の販売経路拡大や、生産者による加工・販売業への進出（6次産業化）支援
備蓄米の買い入れ拡大や、農家への所得補填

賛成
n=382

反対
n=635

2-12-1 TPPの影響評価と賛否の状況図表

2-12-2 TPPへの賛否の割合図表

無回答0.8％

分からない

プラスとマイナス
それぞれの影響がある

マイナスの
影響がある

プラスの影響がある

全体
n=1,732
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どちらかと
いうと賛成

賛成

全体
n=1,732

4.9％

17.9％

24.6％
13.1%

39.1％

資料：共同通信社アンケート調査結果

資料：総務省「平成 22年国勢調査」、共同通信社アンケート調査結果より日本総合研究所

資料：共同通信社アンケート調査結果

（注）賛成、反対とも「どちらかというと」を含む。
資料：共同通信社アンケート調査結果より日本総合研究所作成

資料：総務省「市町村別決算状況調」、共同通信社アンケート調査結果より日本総合研究所
作成

資料：共同通信社アンケート調査結果 資料：総務省「平成 22年国勢調査」、共同通信社アンケート
調査結果より日本総合研究所作成

TPPの影響評価 TPPへの賛否の割合 賛否状況と産業別、就業者比率の関係

（単位：％）

n=1,732 農林
水産 製造 卸・

小売
サー
ビス

その
他

賛成 5.1 19.0 15.1 33.6 27.2
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うと反対 13.6 15.7 13.3 32.4 25.0
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〈TPPは全国的には特に農業分野に大きな影響を与えると
みられているが、政府はどのような対策を取るべきだと考えるか。〉
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食生活の未来を考える最新データを収集！

使えるデータがきっとあります！
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3 TPPの市場
内閣官房 TPP政府対策本部「環太平洋パートナーシップ（TPP）協定の大筋合意について」
平成27年10月20日

2-3-1 TPP協定交渉参加12ヵ国のGDPと人口図表

日本
GDP：508兆円
人口：127百万人

ブルネイ
GDP：1.65兆円
人口：0.4百万人

ベトナム
GDP：20兆円
人口：91百万人

マレーシア
GDP：36兆円
人口：30百万人

シンガポール
GDP：34兆円
人口：5百万人

オーストラリア
GDP：159兆円
人口：24百万人

ニュージーランド
GDP：22兆円
人口：5百万人

チリ
GDP：28兆円
人口：18百万人

ペルー
GDP：22兆円
人口：31百万人

メキシコ
GDP：141兆円
人口：120百万人

米国
GDP：1,916兆円
人口：319百万人

カナダ
GDP：197兆円
人口：35百万人

TPP

出典：世界銀行データベース（基準年：GDP＝ 2014年、人口＝ 2014年）
※ 1ドル＝ 110円で換算（2014年度円相場平均）

2-3-2 TPP協定交渉参加国が世界の
GDPに占める割合（2014年）図表 2-3-3 TPP協定交渉参加国が世界の

貿易に占める割合（2014年）図表
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63.7%

36.3%

5.9%

22.3%

23.6%

13.3%

3.0%

17.4%

出典：World Economic Outlook Database April 2014より作成 出典：IMF「DOTS」より作成

2-3-4 日本の輸出に占めるTPP協定
交渉参加国の割合（2014年）図表 2-3-5 日本の輸入に占めるTPP協定

交渉参加国の割合（2014年）図表
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出典：JETRO地域別貿易概況より作成 出典：JETRO地域別貿易概況より作成

2-3-6 日本からTPP協定交渉参加国
への直接投資残高の割合（2014年）図表 2-3-7 TPP加盟国から日本への直接

投資残高の割合（2014年）図表
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3 TPPの市場
内閣官房 TPP政府対策本部「環太平洋パートナーシップ（TPP）協定の大筋合意について」
平成27年10月20日

2-3-1 TPP協定交渉参加12ヵ国のGDPと人口図表

日本
GDP：508兆円
人口：127百万人

ブルネイ
GDP：1.65兆円
人口：0.4百万人

ベトナム
GDP：20兆円
人口：91百万人

マレーシア
GDP：36兆円
人口：30百万人

シンガポール
GDP：34兆円
人口：5百万人

オーストラリア
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ニュージーランド
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人口：5百万人

チリ
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ペルー
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GDP：141兆円
人口：120百万人

米国
GDP：1,916兆円
人口：319百万人

カナダ
GDP：197兆円
人口：35百万人

TPP

出典：世界銀行データベース（基準年：GDP＝ 2014年、人口＝ 2014年）
※ 1ドル＝ 110円で換算（2014年度円相場平均）

2-3-2 TPP協定交渉参加国が世界の
GDPに占める割合（2014年）図表 2-3-3 TPP協定交渉参加国が世界の
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2-3-6 日本からTPP協定交渉参加国
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